
Topics
保険料は、介護保険を支える大切な財源です問合せ　高齢介護課緯運９１５５

第１号被保険者（６５歳以上）平成２５年度介護保険料算出方法保険料年額対象者段階 基準額×０．５２８，２６０円生活保護受給者および世帯全員が市民税非課税の老齢福祉年金受給者第１段階
基準額×０．５２８，２６０円世帯全員が市民税非課税で、（合計所得金額＋課税年金収入）≦８０万円／年を満たす場合第２段階
基準額×０．６７３７，８６８円世帯全員が市民税非課税で、第２段階以外の人で（合計所得金額＋課税年金収入）≦１２０万円／年の人特例第３段階
基準額×０．７５４２，３９０円世帯全員が市民税非課税で、第２段階以外の人で（合計所得金額＋課税年金収入）＞１２０万円／年の人第３段階
基準額×０．９１５１，４３３円本人が市民税非課税で、（合計所得金額＋課税年金収入）≦８０万円／年で、世帯に市民税課税者がいる場合特例第４段階 基準額５６，５２０円本人が市民税非課税で、世帯に市民税課税者がいる場合第４段階（基準額） 基準額×１．１６６５，５６３円本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が１２５万円未満の場合第５段階
基準額×１．２５７０，６５０円本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が１２５万円以上１９０万円未満の場合第６段階
基準額×１．５８４，７８０円本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が１９０万円以上４００万円未満の場合第７段階
基準額×１．７５９８，９１０円本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が４００万円以上の場合第８段階

介護保険制度
　

介
護
保
険
は
、　

歳
以
上
の
人
全
員

４０

が
加
入
す
る
保
険
制
度
で
す
。　

将
来
、

介
護
が
必
要
に
な
っ
た
と
き
に
、
要
介

護
認
定
を
受
け
、
必
要
な
介
護
サ
ー
ビ

ス
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

介
護
保
険
料
は
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
に

係
る
費
用
な
ど
か
ら
算
出
さ
れ
た
基
準

額
を
基
に
決
め
ら
れ
ま
す
が
、
高
齢
化

が
進
む
現
在
の
状
況
で
は
そ
の
費
用
は

年
々
増
え
て
い
く
見
込
み
で
す
。
そ
の

た
め
、
皆
さ
ん
が
納
め
る
保
険
料
は
、

介
護
保
険
を
支
え
る
重
要
な
財
源
と

な
っ
て
い
ま
す
。

介護保険料の納付方法

　
　

歳
か
ら　

歳
ま
で
の
第
２
号
被
保

４０

６４

険
者
は
、
加
入
し
て
い
る
医
療
保
険

の
保
険
料
に
上
乗
せ
と
い
う
形
で
納

付
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　
　

歳
以
上
の
第
１
号
被
保
険
者
は
、

６５
年
金
か
ら
差
し
引
か
れ
る
「
特
別
徴

収
」
と
口
座
振
替
ま
た
は
納
付
書
で

納
め
る
「
普
通
徴
収
」
が
あ
り
ま
す
。

　

特
別
徴
収
の
対
象
者
は
、
老
齢
年

金
・
退
職
年
金
・
障
害
年
金
・
遺
族

年
金
を
年
額　

万
円
以
上
受
給
し
て

１８

い
る
人
で
す
。
特
別
徴
収
の
対
象
者

で
あ
っ
て
も
、
年
度
の
途
中
で　

歳
６５

に
な
っ
た
人
、
転
入
・
転
出
し
た
人

な
ど
は
当
分
の
間
普
通
徴
収
に
な
り

ま
す
。

※
介
護
保
険
を
滞
納
す
る
と
、
介
護

サ
ー
ビ
ス
の
利
用
が
制
限
さ
れ
ま

す

外国人住民の住基ネットの運用が開始されます問合せ　市民課緯運９１３５
　

昨
年
７
月
に
住
民
基
本
台
帳
法
に
基

づ
き
、
外
国
人
住
民
の
住
民
票
が
作
成

さ
れ
ま
し
た
が
、
７
月
８
日俄
か
ら
、

住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
住
基

ネ
ッ
ト
）
で
も
外
国
人
住
民
の
運
用
が

開
始
さ
れ
ま
す
。

　

こ
れ
に
伴
い
、
外
国
人
住
民
も
住
民

票
に
住
民
票
コ
ー
ド
が
記
載
さ
れ
、
住

民
基
本
台
帳
カ
ー
ド
（
住
基
カ
ー
ド
）

の
交
付
申
請
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま

す
。
ま
た
、
住
民
票
の
広
域
交
付
、
公

的
個
人
認
証
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
も
対

象
と
な
り
ま
す
。
詳
し
く
は
、
問
い
合

わ
せ
て
く
だ
さ
い
。

■外国人住民の人へ

　住民票コードを通知します

　

７
月
８
日俄
か
ら
、
外
国
人
住
民
の

住
民
票
コ
ー
ド
を
世
帯
ご
と
に
郵
便
で

通
知
し
ま
す
。

　

住
民
票
コ
ー
ド
は
、
住
基
ネ
ッ
ト
で

全
国
共
通
の
本
人
確
認
を
行
う
に
あ

た
っ
て
必
要
不
可
欠
な
、
無
作
為
の　
１１

桁
の
番
号
で
す
。
今
後
、
国
や
都
道
府

県
な
ど
の
行
政
機
関
に
お
け
る
各
種
の

申
請
や
届
け
出
に
使
用
し
ま
す
の
で
、

住
民
票
コ
ー
ド
通
知
票
が
届
い
た
ら
大

切
に
保
管
し
て
く
だ
さ
い
。

　

住
民
票
コ
ー
ド
を
民
間
で
利
用
す
る

こ
と
は
、
法
律
で
禁
止
さ
れ
て
い
ま
す
。

他
人
に
自
分
の
住
民
票
コ
ー
ド
の
番
号

を
教
え
た
り
、
他
の
人
に
提
示
を
求
め

る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
行
政
機
関
以

外
で
、
番
号
を
聞
く
こ
と
は
あ
り
ま
せ

ん
の
で
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

　

住
民
票
コ
ー
ド
は
本
人
の
申
請
に
よ

り
変
更
す
る
こ
と
も
可
能
で
す
。
た
だ

し
番
号
を
選
ぶ
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

※
今
回
の
住
民
票
コ
ー
ド
の
通
知
に
伴
っ

て
、
必
要
と
な
る
手
続
き
は
あ
り
ま

せ
ん

■総務省コールセンター　（電話

相談窓口）を利用してください

　

日
本
語
、
英
語
、
中
国
語
、
韓
国
語
、

ス
ペ
イ
ン
語
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
語
の
６
言

語
対
応
で
す

　

外
国
人
住
民
に
係
る
住
民
基
本
台
帳

制
度
の
概
要
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ
に

対
応
し
ま
す
。（
個
別
の
住
民
票
の
問

い
合
わ
せ
に
つ
い
て
は
対
応
不
可
）

電話番号ナビダイ
ヤ
ル

０
５
７
０
（
０
６
６
）
６
３
０

Ｉ
Ｐ
電
話
、
Ｐ
Ｈ
Ｓ
か
ら
の
場
合

０
３
（
６
３
０
１
）
１
３
３
７

受付時間
　
８
時　
分
～　
時　
分
（
平
日
に
限
る
）

３０

１７

３０

※
平
成　

年
３
月　

日俄
ま
で

２６

３１
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市有地を売却します
問合せ　用地管財課緯運９１８０

売払価格（円）実測面積地目所在・地番物件番号 坪平方メートル １８，７４０，０００１７５．９８５８１．７４宅地物見東一丁目２０００番２９２ ７，８００，０００８４．３３２７８．７７宅地物見東二丁目２００１番２９４ １２，４１０，０００１３８．２７４５７．１０宅地物見東二丁目２００１番３８６ １５，１７０，０００１１３．９５３７６．６９宅地物見東二丁目２００１番７３７ ７，９５０，０００８０．０７２６４．６９宅地物見東二丁目２００１番１２６１０ ７，９５０，０００８０．０７２６４．６９宅地物見東二丁目２００１番１２７１１ １０，６３０，０００１１９．９０３９６．３７宅地物見西一丁目２００２番１１３１７ １０，３５０，０００１５４．５９５１０．９５宅地物見西二丁目２００３番１１２０ １２，０７０，０００１４２．８３４７２．１７宅地物見西二丁目２００３番５１２２ １１，３００，０００８４．６０２７９．６６宅地物見西二丁目２００３番１０７２６ １５，７９０，０００１２８．７５４２５．６２宅地物見西二丁目２００３番１２３２７ １３，１６０，０００１１３．１０３７３．９０宅地物見東二丁目２００１番７８２９ ５，９２０，０００７４．０８２４４．８９宅地八坂二丁目１６６５番２８３①３１ ６，０９０，０００７３．１８２４１．９１宅地八坂二丁目１６６５番２８３②３２ ６，３００，０００７３．２１２４２．０２宅地八坂二丁目１６６５番２８３③３３ ６，３９０，０００７３．２３２４２．０７宅地八坂二丁目１６６５番２８３④３４ ２４，４３０，０００１５０．６８４９８．１３宅地大野中央一丁目１２５番３５ １３，９４０，０００７１．７２２３７．０６宅地宮島口東三丁目８３番５１３６ １３，６５０，０００７１．７２２３７．０６宅地宮島口東三丁目８３番５３３７※物件番号１，３，５，８，９，１２，１３，１４，１５，１６，１８，１９，２１，２３，２４，２５，２８および３０は売却済です

入札保証金（円）予定価格（円）実測面積地目所在・地番物件番号 坪平方メートル １，６１５，０００１６，１５０，０００１１４．９４３７９．９８宅地大野二丁目８７１０番８２入札１
市の所有する土地を売却します。■一般競争入札の売却物件　（物件番号入札１）　市が定める予定価格（最低売却価格）以上で、最高価額の入札者に売却します。申込資格　個人および法人受付期間　７月１日捷～７月１９日晶　　　　　９時～１６時３０分入札日時　８月２０日昇１４時～入札場所　市役所５階５０１会議室■公募抽選の売却物件　（物件番号２～３７）　申込者が複数の場合は、抽選により当選者を決定します。※抽選する場合は、後日申込者に結果を通知します申込資格　個人受付期間　７月１日捷～７月３１日昌　　　　　９時～１６時３０分■共通事項受付場所　市役所５階用地管財課申込方法　詳細は、用地管財課に備え付けまたは市ホームページをご覧いただき、指定の用紙で申し込んでください。期間終了後の売却　入札および公募抽選の申込みがない物件は、個人および法人を対象に１０月１日昇から先着順で売却します。

　今回から「第２次廿日市市

一般廃棄物処理基本計画」の

施策の３つの柱についてお話し

ます。　今回は①「排出抑制の推進」

についてです。
市民・事業者意識の向上

　市民・事業者意識の向上の

ため、市民への情報発信を行い、

市民や事業者にごみ処理の実

態を知っていただくことから始

めます。また、市民・事業

者・行政が連携して実施する

取り組みの核として、はつかい

ち環境フェスタなど楽しみなが

ら環境問題について学べる交流

イベントを開催します。

流通・販売事業者の協力推進

　現在、大型商業施設などで

ペットボトル、トレイ類などの

店頭回収を行っていますが、今

後さらに実施する店舗を増や

すなど、市民が持ち込みやす

くすることにより、ごみ収集や

処理量を削減します。

協議体制の整備
　廃棄物減量等推進審議会を

継続的に運営し、審議会で取

り組み（施策）の見直しや再

構築を図ります。
　ごみ減量や環境美化に関す

る地域での取り組みを広げてい くために、地域からの意見を汲

み上げていき、効果的な施策を

展開していきます。
回収・再利用システムの整備

　資源回収報奨金制度・電動

生ごみ処理機購入費補助金に

ついて目的を明確化し、ごみの

減量化を進めます。
経済的誘導システムの整備

　ごみの減量化や再資源化を

進めるため、現在導入している

家庭系大型ごみや事業系ごみ

の処分手数料の見直しを含めて

適正な有料化について検討して

いきます。
　また、レジ袋の有料化導入に

協力してもらえる店舗を増やし、

市民の取り組み拡大につなげる

ものとします。
　次回は、②「再資源化の推

進」についてお話します。

ごみインフォメーション

　　廃棄物処理やごみ処理などに関するお知らせを

　　シリーズでお伝えしていきます。

No.2
陰排出抑制の推進市民・事業者意識の向上流通・販売事業者の協力推進協議体制の整備回収・再利用システムの整備経済的誘導システムの整備


